























































































　2つ目の転機は，2013年の障害者雇用促進法改正である。2006 年 12 月に国連総会で採択され，









































































年までは，1.5％，1988年 4月～ 1998年 6月までは 1.6％，1998年 7月～ 2013年 3月までが 1.8％，
2013年 4月～ 2018年 3月までが 2.0％，2018年 4月からは 2.2％，その後 3年以内（2021年）ま
でに 2.3％への引き上げが予定されている。
図 1-1　障碍者雇用の推移（2001 年～ 2018 年）
 出所）日本商工会議所・東京商工会議所産業政策第二部資料（2018年 3月）
5  障碍者雇用にかかる事業主間の経済的負担を調整するためのしくみとして，障碍者雇用納付金制度がある。雇用
障碍者数が法定雇用率に満たない事業主から，その雇用する障碍者が 1人不足するごとに 1ヶ月当たり 5万円を
徴収し，それを原資として，法定雇用率を超えて障碍者を雇用する事業主に対し，障碍者雇用調整金（超過 1人
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38％，続いて重度の身体障碍者が 27.0％，重度以外の知的障碍者が 18.1％，精神障碍者が 11.1％，
重度の知的障碍者が 6％となっている。
図 1-2　企業規模別の障碍者雇用の実雇用率の推移（2001 ～ 2017 年）




であったものの，50 ～ 100人未満の事業所では 1.49％，100～ 300人未満の事業所では 1.68％，








































7  常時雇用労働者の総数が 100人超 200人以下の企業は，納付金減額特例により 2020年 3月までは，1人あたり 4
万円／月の減額適用を受ける。
8  手塚（2000）では，日本の障碍者雇用制度の歴史に焦点がおかれ，1960年から 2000年までの障碍者雇用の発展
と課題を明らかにした。とりわけ，1976年の「身体障害者雇用促進法」の抜本的改正にともない，大企業中心の
障碍者雇用，特例子会社を通じた障碍者雇用の実態について詳細な分析を行っている。
年 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
特定子会社数 153 174 195 219 242 265 283 319 349
障碍者数 6,861 7,838 9,109 10,509.5 11,960.5 13,306.0 14,562.5 15,871.0 17,743.5
うち身体 5,078 5,629 6,127 6,639 7,107 7,470 7,752 8,168.5 8,384
うち知的 1,783 2,209 2,932 3,721 4,612 5,478 6,356 7,594.5 8,470.5








































表 1-2　福祉 QC の他の改善活動との共通点と相違点
注 1） PDCAとは，Plan→Do→Check→Actionの管理サイクルであり，標準化に基づく管理がうまくいっていない際に，
手順や方法の見直しを通じて Planを再構築する考え方が含まれている。

























1 取組み主体 社会福祉法人、施設 現場の職制 営利企業
2 目的 顧客満足度重視 現場の効率化重視 利益重視
3 手法 PDCAのサイクル PDCA, SDCAのサイクル DMAICの 5ステップ
4 モチベーション 職員のスキルアップ・人材育成 各々のステータスは既に確立されている
5 効果 有形・無形 有形
6
具体効果
明るく活き活きとした職場環境が生まれる
金額的成果のみ
7 新しいサービス提供システムがつくられる 業務の効率化
31	 日本企業文化にみる障碍者雇用促進の課題
　ダイバーシティ・マネジメントでは，この福祉分野の改善活動でいうところの患者をも企業経営
における戦略的な人的資源として扱い，能力の向上につながる職場環境を醸成していくことが求め
られている。
5．おわりに
　本研究では，障碍者雇用を念頭に特例子会社を設立しにくい立場にある，中小企業を前提に，ダ
イバーシティ・マネジメントをどのように構築すべきかを検討してきた。
　日本の障碍者雇用は，民間企業においてある一定の成果を得ているものの，実態は大企業中心で
の雇用促進であり，中小企業では遅れていること，また，限定された職業領域での雇用に留まって
いる。
　中小企業の中には，先進的な取り組みにより，積極的に障碍者雇用を推進している企業も少なか
らず存在する。しかし，その場合でも健常者と身障者の扱いは必ずしも平等とはいいきれず，身障
者の特性に合わせた特別な職場環境を形成し，企業文化を創りだしている。本研究では，日本の伝
統的な現場改善の小集団活動を進化させ，障碍者が主体となるような現場改善を推進すべきである
こと，また，障碍者自らが人事担当，現場改善のリーダーとなるような人材育成の仕組みが求めら
れていることを主張した。
（本研究は，平成 30年度札幌大学研究助成〔個人研究〕の研究成果の一部である）
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